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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第36期

第１四半期累計期間
第37期

第１四半期累計期間
第36期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

営業収益 (百万円) 5,997 6,847 31,918

経常利益 (百万円) 4,151 4,947 26,303

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,735 3,002 17,204

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 10,684 10,684 10,684

発行済株式総数 (株) 68,860,980 68,860,980 68,860,980

純資産額 (百万円) 59,951 73,510 74,112

総資産額 (百万円) 210,762 234,890 235,520

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 39.79 43.66 250.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 39.78 43.65 250.15

１株当たり配当額 (円) － － 55.00

自己資本比率 (％) 28.4 31.3 31.4

営業活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) 69 2,899 26,082

投資活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △3,868 2,734 2,323

財務活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △3,260 △3,756 △3,304

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 8,178 42,217 40,339
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株式を、１株当たり情報の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続いているものの、アジア新興国にお

ける経済成長の鈍化など海外経済の減速に対する懸念から、為替相場ならびに株式市場の動きは不安定さを増すな

ど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

住宅市場につきましては、マイナス金利政策による住宅ローン金利の低下を受け新設住宅着工戸数が前年同期を

上回り、持ち直しの傾向となりました。住宅ローン市場におきましては、引き続き金融機関相互による激しい案件

獲得競争が展開されております。

このような事業環境のもと、当社は「保証事業の拡大」ならびに「統合リスク管理制度の活用」の課題を中心に

各種施策に取り組んでまいりました。

保証事業の拡大におきましては、既存提携金融機関による当社保証の利用率向上および未提携金融機関との新規

契約締結に取り組んでまいりました。既存提携金融機関による当社保証の利用率向上につきましては、当社保証商

品・事務手続きへの理解をよりいっそう深め、住宅ローン推進にお役立ていただくため、金融機関のご要望にあわ

せた説明会や勉強会の企画・開催を継続いたしました。一方、未提携金融機関との新規契約締結につきましては、

銀行業態を中心に外部保証の利用ニーズがある金融機関に対して積極的な営業活動を展開した結果、当第１四半期

累計期間において銀行２行、ＪＡ５組合の合計７機関と契約締結に至りました。

統合リスク管理制度の活用におきましては、主要なリスクである信用リスク・市場リスク・オペレーショナルリ

スクの計量化を行い、リスク量の推移や変化にあわせた適切な経営管理のため、継続的なモニタリングを実施いた

しました。

こうした取り組みの結果、営業収益は6,847百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益は4,603百万円（前年同期

比17.7％増）、経常利益は4,947百万円（前年同期比19.2％増）、四半期純利益は3,002百万円（前年同期比9.7％

増）となりました。

なお、当社は信用保証事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて0.3％減少し、234,890百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べて0.0％減少し、176,328百万円となりました。これは有価証券が減少したこと

などによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて1.0％減少し、58,562百万円となりました。これは投資有価証券が減少したこ

となどによります。

負債合計は、前事業年度末に比べて0.0％減少し、161,380百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べて9.5％減少し、24,487百万円となりました。これは未払法人税等が減少したこ

となどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて1.9％増加し、136,892百万円となりました。これは長期前受収益が増加した

ことなどによります。

純資産合計は、前事業年度末に比べて0.8％減少し、73,510百万円となりました。これは利益剰余金が減少したこ

となどによります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、営業活動により2,899百

万円、投資活動により2,734百万円それぞれ増加し、財務活動により3,756百万円減少した結果、前事業年度末より

1,877百万円増加し、42,217百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は2,899百万円となりました。主な増加要因は税引前四半期純利益4,539百万円、

長期前受収益の増加額2,540百万円等であります。一方、主な減少要因は法人税等の支払額4,263百万円等でありま

す。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、増加した資金は2,734百万円となりました。主な増加要因は定期預金の払戻による収入30,100百

万円、有価証券の売却及び償還による収入5,100百万円等であります。一方、主な減少要因は定期預金の預入による

支出29,800百万円、有価証券の取得による支出3,000百万円等であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は3,756百万円となりました。主な減少要因は配当金の支払額3,756百万円であり

ます。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,860,980 68,860,980
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であります。
単元株式数は100株であ
ります。

計 68,860,980 68,860,980 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

― 68,860,980 ― 10,684 ― 618
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成28年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　    200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,856,100 688,561
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない、当社における標準
となる株式であります。

単元未満株式 普通株式    4,680 ― ―

発行済株式総数 68,860,980 ― ―

総株主の議決権 ― 688,561 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式99,600株（議決権の数996個）を含めておりま

す。

 

② 【自己株式等】

    平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
全国保証株式会社

東京都千代田区大手町
二丁目１番１号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

（注）株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する

当社株式99,600株は、上記自己株式に含めておりません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

  資産基準              0.0％

  売上高基準            0.6％

  利益基準            △0.4％

  利益剰余金基準        0.1％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 149,289 150,867

  求償債権 11,989 13,414

  有価証券 7,077 5,075

  金銭の信託 10,291 10,194

  未収入金 352 277

  前払費用 45 43

  繰延税金資産 3,870 3,649

  その他 262 395

  貸倒引当金 △6,802 △7,589

  流動資産合計 176,377 176,328

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 194 194

    減価償却累計額 △121 △124

    建物（純額） 72 70

   車両運搬具 55 56

    減価償却累計額 △26 △24

    車両運搬具（純額） 28 32

   工具、器具及び備品 350 368

    減価償却累計額 △249 △255

    工具、器具及び備品（純額） 100 112

   土地 4 4

   有形固定資産合計 206 219

  無形固定資産   

   ソフトウエア 405 380

   ソフトウエア仮勘定 － 6

   その他 3 3

   無形固定資産合計 409 390

  投資その他の資産   

   投資有価証券 50,374 49,919

   関係会社株式 9 9

   長期預金 6,000 6,000

   長期前払費用 72 68

   前払年金費用 5 12

   繰延税金資産 1,451 1,327

   その他 614 614

   投資その他の資産合計 58,527 57,952

  固定資産合計 59,143 58,562

 資産合計 235,520 234,890
 

EDINET提出書類

全国保証株式会社(E09753)

四半期報告書

10/21



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  前受収益 13,476 13,784

  預り金 33 31

  未払金 853 1,186

  未払法人税等 4,357 1,296

  賞与引当金 209 116

  債務保証損失引当金 ※1  8,006 ※1  8,052

  株主優待引当金 126 1

  その他 8 17

  流動負債合計 27,071 24,487

 固定負債   

  長期前受収益 134,302 136,843

  株式給付引当金 33 49

  固定負債合計 134,336 136,892

 負債合計 161,407 161,380

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,684 10,684

  資本剰余金 618 618

  利益剰余金 63,242 62,457

  自己株式 △267 △267

  株主資本合計 74,278 73,493

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △221 △38

  評価・換算差額等合計 △221 △38

 新株予約権 56 56

 純資産合計 74,112 73,510

負債純資産合計 235,520 234,890
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(2) 【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

営業収益   

 収入保証料 5,979 6,823

 その他 18 24

 営業収益合計 5,997 6,847

営業費用   

 債務保証損失引当金繰入額 929 940

 貸倒引当金繰入額 △112 △106

 給料手当及び賞与 335 335

 賞与引当金繰入額 96 116

 減価償却費 44 49

 その他 794 909

 営業費用合計 2,087 2,244

営業利益 3,909 4,603

営業外収益   

 受取利息 195 183

 受取配当金 30 60

 金銭の信託運用益 － 96

 その他 29 8

 営業外収益合計 255 349

営業外費用   

 金銭の信託運用損 6 －

 支払手数料 3 4

 その他 2 0

 営業外費用合計 13 4

経常利益 4,151 4,947

特別損失   

 投資有価証券評価損 － 408

 特別損失合計 － 408

税引前四半期純利益 4,151 4,539

法人税、住民税及び事業税 1,152 1,273

法人税等調整額 262 263

法人税等合計 1,415 1,536

四半期純利益 2,735 3,002
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 4,151 4,539

 減価償却費 44 49

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 990 787

 賞与引当金の増減額（△は減少） △82 △92

 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △174 46

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △68 △124

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △16 －

 前払年金費用の増減額（△は増加） － △7

 株式給付引当金の増減額（△は減少） 18 15

 受取利息及び受取配当金 △225 △244

 金銭の信託の運用損益（△は益） 6 △96

 投資有価証券評価損益（△は益） － 408

 求償債権の増減額（△は増加） △1,453 △1,424

 前受収益の増減額（△は減少） 241 307

 未払金の増減額（△は減少） △1,201 308

 長期前受収益の増減額（△は減少） 1,721 2,540

 その他の資産・負債の増減額 186 △5

 小計 4,139 7,006

 利息及び配当金の受取額 105 155

 法人税等の支払額 △4,175 △4,263

 営業活動によるキャッシュ・フロー 69 2,899

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △22,100 △29,800

 定期預金の払戻による収入 21,105 30,100

 有価証券の取得による支出 △2,000 △3,000

 有価証券の売却及び償還による収入 2,000 5,100

 金銭の信託の解約及び配当による収入 93 185

 有形固定資産の取得による支出 △30 △16

 有形固定資産の売却による収入 － 1

 無形固定資産の取得による支出 △48 △35

 投資有価証券の取得による支出 △2,924 －

 投資有価証券の売却及び償還による収入 15 200

 投資不動産の売却による収入 20 －

 投資不動産の賃貸による支出 △0 －

 投資不動産の賃貸による収入 0 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,868 2,734

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 0 －

 自己株式の取得による支出 － △0

 配当金の支払額 △3,260 △3,756

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,260 △3,756

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,060 1,877

現金及び現金同等物の期首残高 15,238 40,339

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  8,178 ※１  42,217
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【注記事項】

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響はありません。

 

(追加情報)

　(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期会計期間から適用しております。

 

　(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

(1) 取引の概要

当社は、当社の株価や業績と従業員等(当社の従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員を含む、以下同

じ。)の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従

業員等の意欲や士気を高めるため、従業員等に対して当社の株式を給付するインセンティブ・プラン「株式給付

信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」(以下、「本制度」という。)を導入しております。

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当社株式を給付す

る仕組みです。

当社は、従業員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたと

きに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員等に対し給付する株式については、予め信託設

定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度266百万円、99,650株、当第１四

半期会計期間266百万円、99,650株であります。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　偶発債務

保証債務残高は次の通りであります。なお、延滞利息については見積りが不能であるため含めておりません。ま

た、当第１四半期会計期間の保証債務残高のうち、一部は推計値であります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

住宅ローン等に対する保証債務 10,000,122百万円 10,227,210百万円

債務保証損失引当金 8,006　〃 8,052　〃

差　引 9,992,115百万円 10,219,157百万円
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(四半期損益計算書関係)

１　営業収益の季節的変動

前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日　至 平成27年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自 平成28年４

月１日　至 平成28年６月30日)

当社では、生命保険会社に対する団体信用生命保険の取次ぎに伴う収入保証料が第４四半期会計期間に集中す

るため、第４四半期会計期間の営業収益が他の四半期会計期間の営業収益と比較して多くなる傾向にあります。

このため、事業年度の営業収益に占める第１四半期累計期間の営業収益は相対的に少なくなっております。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通りであ

ります。
　

 
前第１四半期累計期間

(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

現金及び預金 112,028百万円 150,867百万円

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 1,000 〃 － 〃

計 113,028百万円 150,867百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △104,850 〃 △108,650 〃

現金及び現金同等物 8,178百万円 42,217百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 3,305 48.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

(注)　平成27年６月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株

式に対する配当金４百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 3,787 55.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金
 

(注)　平成28年６月17日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株

式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

前事業年度末(平成28年３月31日)

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 57,005 60,837 3,832

(2) 長期預金 6,000 5,820 △179
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式(※) 156

組合出資金(※) 291

子会社株式(※) 9

合計 456
 

(※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示

の対象とはしておりません。

 

(注３) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の注記を省略しております。

 

当第１四半期会計期間末(平成28年６月30日)

有価証券及び投資有価証券、長期預金が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載しております。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注２)を参照ください）。

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 54,547 58,811 4,264

(2) 長期預金 6,000 5,950 △49
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の四半期貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 四半期貸借対照表計上額

非上場株式(※) 156

組合出資金(※) 291

子会社株式(※) 9

合計 456
 

(※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示

の対象とはしておりません。

 

(注３) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

前事業年度末(平成28年３月31日)

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

国債・地方債等 25,008 28,632 3,623

社債 16,139 16,358 218

その他 2,500 2,489 △10

計 43,648 47,480 3,832
 

 

２．その他有価証券

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 取得原価 差額

株式 1,913 2,252 △339

その他 11,443 11,419 24

計 13,356 13,671 △314
 

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額156百万円)及び組合出資金(貸借対照表計上額291百万円)については、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

 

当第１四半期会計期間末(平成28年６月30日)

満期保有目的の債券及びその他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

国債・地方債等 24,995 29,020 4,025

社債 14,839 15,066 226

その他 2,500 2,512 12

計 42,335 46,599 4,264
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２．その他有価証券

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 取得原価 差額

株式 1,726 1,843 △116

その他 10,485 10,419 66

計 12,212 12,263 △50
 

(注) １．非上場株式(四半期貸借対照表計上額156百万円)及び組合出資金(四半期貸借対照表計上額291百万円)につい

ては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

２．上表の「その他有価証券」の株式について、408百万円減損処理しております。

なお、時価のある有価証券の減損処理にあたっては、第１四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。また、時価のない有価証券については、実質価額が著し

く低下した場合に減損処理を行っております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自 平成28年４月

１日 至 平成28年６月30日)

当社の事業は、信用保証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、次の通りであります。

 

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 39.79円 43.66円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 2,735 3,002

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 2,735 3,002

普通株式の期中平均株式数(株) 68,760,040 68,761,069

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 39.78円 43.65円

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 10,568 17,955

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)に残存する当社株式は、１株当

たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期累計期間

100,700株、当第１四半期累計期間99,650株であります。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成28年８月４日

全国保証株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   桐   川         聡   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石   井   雅   也   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている全国保証株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第37期事業年度の第１四半期会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、全国保証株式会社の平成28年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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